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１３年４月

行政改革推進事務局

国の所管する公益法人の総点検について

１ 本年１月３０日に開催された閣僚懇談会において、橋本行政改革担当大

臣から各閣僚に対し、主務官庁としての権限に基づき、その所管するすべ

ての公益法人について、特に別紙の４つの観点から、１２年度内を目標に

総点検を行い、その結果を報告願いたい旨の要請を行った。

、 、２ これを受けて各府省において作業が行われ その結果が報告されたので

当事務局としてこれを別添のとおり公表するものである。

３ 総点検の実施に当たっては、上記１の４つの項目につき、判断のもとと

する具体的な基準を各府省においてそれぞれ設定し、その基準に従い各公

益法人の状況に照らし、問題が認められないもの（○ 、問題が認められ）

（ ）、 、 （ ）たが対応済みのもの △ 問題が認められ 現在措置を検討中のもの ×

などに区分している（注 。）

なお、４項目以外にも、各府省の判断で必要な点検項目を追加し、点検

を実施しているものもある。

（注） 文部科学省においては、各法人の実態と特段の事情の有無などを

、 、基に○△×の記号を付しており 措置の観点は含まれていないので

他の府省とは○△×の意味が異なっている。

４ 今回の総点検の結果、問題ありと認められた事項について、各府省がそ

の是正のため早急な対応をとることはもとより、今後とも 「公益法人の、

設立許可及び指導監督基準 （平成８年９月２０日閣議決定 「公益法人」 ）、

の指導監督体制の充実等について （平成１３年２月９日公益法人等の指」
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導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ）に基づき厳正な指導監督を

徹底し、公益法人の適正な運営を確保することにより、国民の公益法人及

びその監督責任を負う国に対する信頼を回復、維持できるよう、不断の努

力を払う必要がある。

５ 当事務局としては、今般の総点検結果の内容を分析し、公益法人全体の

問題として捉えるべき事項が出てきた場合には、今後の改革の推進に活か

していくこととする。



○ 公益法人が、本来、民間企業でもできる事業を行い、

この結果、民業を圧迫するのみならず、民間企業がやる

よりも料金が高くなり、ユーザーの利益も害していない

か、

○ その活動が、許可された目的どおり、本当に公益を増

進しているのか。実際の活動は、目的を達するためのも

のとなっているか。この点を担保するために、法人活動

に関する十分な情報の開示と主務官庁による厳格な監督

がなされているか、

○ 役員への報酬、退職金が高額な場合が野放しになって

いないか。高額の支払いが可能であるなら、法人事業の

利用料を下げるべき、

、 、○ 公益法人からの委託先や発注先が 公正に選定されず

委託先や発注先が長期間固定したり、公益法人とつなが

りのある企業が選定されているケースがあるのではない

か。



　　　　　　国の所管する公益法人の総点検に関する各府省庁担当者一覧

内閣府 大臣官房企画調整課 調整係
５２５３－２
１１１

82805 林　幸宏 鈴木　和則

金融庁 総務企画局総務課 調整係 ３５０６－６０００3146 北川　真 溝添　俊仁

警察庁 長官官房総務課 法令係
３５８１－０
１４１

2144 堀　誠司 貝沼　諭

防衛庁 長官官房文書課 文書第２係
５３６６－３
１１１

20256 守井　　昭一 筒井　二代継

調整第一係 田口　美孝 川島　雅道

総務省 大臣官房総務課 調整第二係
５２５３－５
１１１

9220 笠井　敦 原　武

調整第三係 田尻　信行 正村　学

法務省 大臣官房秘書課 法令係
３５８０－４
１１１

2083 吉川　康司 河田　成敏

外務省 大臣官房総務課 法令班
３５８０－３
３１１

2102 大澤　孝生 ー

財務省 大臣官房文書課 考査係
３５８１－４
１１１

2103 福田　義男 菊池　正純

大木　高仁

文部科学省 大臣官房総務課 法人係
３５８１－４
２１１

3048 高橋　宏治 ー

黒田　平吉

厚生労働省 大臣官房総務課 審査係
５２５３－１
１１１

7117
峯村芳樹
課長補佐

古舘哲生
係長

農林水産省 大臣官房文書課 法人第２係
３５０２－８
１１１

2183 直井芳男 大熊規義

土本一郎 ー

佐藤　尚之 ー

濱田　祐治 ー

調査第1係 21433 明石　孝春

調査第2係 21434 川浦　正子

環境省 大臣官房総務課 企画係
３５８１－３
３５１

6916 山田　正人 西村　治彦

担当部課名省庁名 内線代表電話担当係名 主査・係長補佐・専門官

石嶋　　撤

2264経済産業省 大臣官房政策評価広報課 公益法人専門職
３５０１－１
５１１

大臣官房総務課国土交通省 ５２５３－８
１１１


